
ＩＣＴ利活用による国際競争力強化

2 0 1 0 年 2 月 2 6 日

日本電信電話株式会社

－Key Message－

●ＩＣＴは国家戦略として重要

●ＩＣＴ利活用による社会システムの構築・グローバル展開



ＩＣＴを国家戦略として

経済成長

日本

米国ＧＤＰ（名目）

１９９０ ２０００ ・・・ ２０２０

高齢者比率（６５歳以上）

世界

日本の人口

社会的課題の解決

✔少子高齢化

✔医療・教育の質

✔地域格差

✔環境問題

・・・
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１９９０ ２０００ ・・・ ２０２０

中国

インド

日本

✔ＧＤＰが中国に抜かれ３位に

✔９０年代以降、名目ＧＤＰは横ばい

（欧米は５割増から倍増）

・・・

１０％

２０％

３０％
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ＩＣＴ利活用の促進が必要

ホーム
・

オフィス

教育

行政

医療

校内ＬＡＮ
整備率

所得税の
電子申告率

電子カルテ
導入率

（診療所のみ）

インターネット
人口普及率

約６４％

約３１％

約８％

利用シーン

約７３％

約９４％

約６０％

約２６％

約７２％

約８７％

約５０％

約９４％

約７６％

約１００％

約８０％

約８５％

参考指標

※企業のネット利用率は約９９％

≒

ギャップ

約７５％

ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ人口普及率：日本は総務省「H20通信利用動向調査（2008年末時点）」、米・英・韓はITU「Measuring the information society the ICT development index（2007年時点）」。校内LAN整備率：文科省「学校教育における情報教育の実態等に関する調査結果（日本は2009年3末時点、
米・英・韓は2005年時点）」。所得税の電子申告率：日本は国税庁「平成20年度におけるe-Taxの利用状況について」、米・英・韓は各社報道より。電子カルテ導入率： IT戦略本部「医療・社会保障分野のIT戦略（日本は2005年10月時点、米・英は2006年、韓は2005年時点）」

http://upload.wikimedia.org/wikipedia/commons/0/09/Flag_of_South_Korea.svg�
http://upload.wikimedia.org/wikipedia/commons/a/a4/Flag_of_the_United_States.svg�
http://upload.wikimedia.org/wikipedia/commons/a/ae/Flag_of_the_United_Kingdom.svg�
http://upload.wikimedia.org/wikipedia/commons/9/9e/Flag_of_Japan.svg�


ＩＣＴ利活用で新たな社会システムを創造
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ＩＴＳ
車車間通信

路車間通信

屋外カメラ

交通
直流給電住宅

スマートグリッド

家庭電気自動車

ホームＩＣＴ
エレベータ

オフィス

エネルギー管理
（オフィス）

自家発電

環 境

学校

ｅラーニング

電子教科書

校内ＬＡＮ 地域医療連携

病院

診療所
電子カルテ

遠隔医療

医 療
家庭

電子黒板

案内
→

県庁

省庁

企業

遠隔ＴＶ会議
（パンデミック対策等）

行 政

教 育

エネルギー管理
（家庭）

ＩＣＴを利活用

電子政府
総合窓口

自治体
ポータル

照明

事務機器ＰＣ／サーバ

市役所・
出張所等

行政、教育、医療等の分野で強力に推進



自治体でのＩＣＴ利活用事例

交通

防災・安全

医療・健康

観光・交流

行政サービス

●デジタル・ディバイドの解消
（IRUの活用等）

●電子申請、電子納税等

●自治体クラウドによる業務効率化

教育・子育て

住民の健康増進、医療の質の向上

●在宅ヘルスケア（遠隔保健指導等）

●独居高齢者の見守り

●携帯テレビ電話による救急車と
医療機関の連携

●地域医療ネットワークによる

医療機関連携

●電子カルテ、レセプトオンライン化

●健康情報活用基盤（EHR）

●校務支援システム、学校LAN

●遠隔授業等

●学校向け緊急連絡網サービス

●児童の登下校時の見守り

教育の質の向上、子どもの安全

行政サービスの充実、行政の効率化

●地域情報防災システム

●携帯への災害情報配信
●デマンド交通システム

（低廉なドアtoドア送迎）

●ITSによる交通事故低減

●車の運行状況管理

環境

●観光地映像のライブ配信

●観光地に設置したディスプレイ

での観光情報配信

●環境センシング
（花粉情報等の提供）

●小中学校での太陽光発電

●エネルギー消費量可視化システム住民の安全確保

住民の交通利便の向上 低炭素社会の実現

観光振興

住民

自治体毎に、行政／医療／教育等で様々な取組みを実施
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自治体におけるＩＣＴ利活用事例
（沖縄県浦添市：行政、医療・健康）
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市役所

民間事業者

服薬
データ

診療
データ

運動
データ

バイタル
データ

診療情報ＤＢ 総合健康情報
ＤＢ

医療・健康行 政

浦添市（総合行政システム）

モバイル

ＡＤＳＬ、ＣＡＴＶ等

自宅

携帯 ＰＣ

ﾌｨｯﾄﾈｽｸﾗﾌﾞ
等

認証基盤

ＥＨＲ連携基盤
（Electronic Health Record）

病院・診療所、
調剤薬局

ポータル

① ②

地方税
システム

国保/年金
システム

住民記録
システム

納税
データ

住民
データ

健診
データ

給付
データ

②-１

②-２

認証基盤

職員ＰＣ 自動交付機

※「就学援助申請手続」
のＢＰＲ例
（従来）２０工程

↓
（ＢＰＲ後）２工程

浦添市医師会、
薬剤師医師会

行政：業務のＢＰＲとＩＣＴによるシステム統合
医療：ＩＣＴによる医療・健康情報の利用拡大・サービス拡充

（出典）沖縄県浦添市ホームペ－ジ等よりＮＴＴ作成

①行政：総合行政システム開発[住民記録、税、国保、年金]（08年度）
②医療：三省連携健康情報活用基盤実証事業（08～10年度）

・行政ｼｽﾃﾑや民間が保有するﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽとのﾃﾞｰﾀ連携基盤を構築（②-1、②-2）

・紙の健康手帳に替わり、携帯・ＰＣ利用のﾈｯﾄ手帳へ（09年8月～）



ＩＣＴによる新たな社会システム/インフラ
戦後６５年が経過して社会インフラの更改期にあることから、

ＩＣＴの徹底利活用で次世代の社会システム/インフラを構築。
⇒生活の快適性・安全性を向上、エコライフを実現
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新社会システム
（社会インフラ）

スマート
アクア

スマート
モビリティ

水道・ダム 鉄道・飛行機・船舶

ＲＦＩＤ

上下水道管理 運行管理

ダム・貯水池

管理

センサー監視カメラ ＩＣｶｰﾄﾞ

人流管理

スマート
グリッド

電 力

直流給電住宅

ＥＶ

ｽﾏｰﾄﾒｰﾀｰ

ホームＩＣＴ

充電ｽﾀﾝﾄﾞ

ブロードバンド

ＩＣＴ

利活用
センシング

（水漏れ検知） モーダルシフト
（環境負荷の小さい
輸送モードの活用）

スマートロジ

ＩＴＳ

道路・橋梁

車車間、

路車間通信

設備管理

テレマティクス

ＧＰＳ 車載ｾﾝｻｰ/ﾚｰﾀﾞｰ

（Intelligent Transport
Systems）

シェアリング（車、自転車）



防災分野におけるＩＣＴ利活用
（例：橋梁モニタリング）
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光ファイバセンサーによる設備状況の遠隔監視

災害時・平常時のリアルタイム異常検知や収集・蓄積した監視
データの解析等による設備管理

情報監視
センタ

●災害時 ■平常時

●重要橋梁の復旧を優先

■費用対効果の最大化

●被害状況に応じた交通規制

■点検個所の絞り込み

●スムーズな復旧活動

■点検項目の重点化

●社会的混乱の低減

■点検作業等への理解

設備
管理者

所轄
管理局

現地
作業者

住民

（出典） （独）科学技術振興機構「独創的シーズ展開事業 委託開発」によるNTT、首都高速道路㈱、東京工業大学、横浜国立大学との共同研究成果を基に作成



世界のインフラ投資の見通し

２０１０～２０年 ２０２０～３０年

通信 ６０兆円 １５兆円

水 ７０兆円 ９５兆円

道路 ２０兆円 ２５兆円

電力 １５兆円 ２０兆円

鉄道 ５兆円 ５兆円

出典：ＯＥＣＤ “Global Infrastructures To 2030” （2006）

公共的なインフラ投資において、

設備監視や補修・更新時期までを

含めたライフタイムでの管理等、

ＩＣＴ需要が増大

単位：兆円／年（1ドル＝90円換算）

世界のインフラ投資は、今後２０年間、年平均１７０兆円規模

通信自体のインフラ投資だけでなく、

※ＯＥＣＤ加盟国とＢＲＩＣｓの合計

※
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教育

ｴﾈﾙｷﾞｰ
交通

環境

医療

農水産 等

Ｐｏｗｅｒｅｄ ｂｙ ＩＣＴ

新たな社会システムをグローバル展開

新たな社会システム・インフラの創造

⇒国内の成功モデルをグローバル展開

国内の成功モデルを

グローバル展開

高速・低廉な
世界最先端の

ブロードバンドインフラ

社会的課題の克服（少子高齢化等）

と新しい社会システムの創造

世界から多様な人材、

資金・資源を誘引

利活用

<規制見直しとセット>

 ハードやサービスの単独でのグローバル展開に加えて、ＩＣＴを活用した新たな社会システム（社会イン
フラ）を創造し、経済成長と社会的課題の解決を図り、「課題解決先進国」として国際競争力を強化

相手国の経済状況や文化・
ニーズとのマッチング

ユニバーサルデザイン
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ネット
ワーク

サービス

・光コネクタ

・曲げフリー光ファイバコード

・細径低摩擦インドア光ケーブル

・高速光アクセス方式（GE-PON）

・共通鍵暗号方式（Camellia）

・ＩＰＴＶ

・映像符号化（H.264/MPEG）

・国際標準化（ＩＥＣ※4）

・世界シェア約50%（日本メーカーの世界シェア約25%）※5

・世界に先駆け商用化

・日本メーカが海外でも販売中

・国際標準化（IEEE※6）

・中華電信（台湾）、TOT（タイ）、PCCW（香港）等で採用

・国産初のISO標準。国際標準化（IETF※7）
・LinuxやオープンソースWebブラウザ「Firefox 2008」等60以上の製品で利用

・ＩＰＴＶの技術仕様を国際標準化（ITU-T）

・国際標準化（ITU-T）。ＩＰＴＶ等で使用

開発技術（Ｒ＆Ｄ成果） グローバル展開への貢献

・移動通信（3G、LTE）
・国際標準化（ITU※1、3GPP ※2)を牽引

・携帯端末等のグローバル展開をサポート

※1 ITU：International Telecommunication Union（国際電気通信連合） ※2 3GPP：The 3rd Generation Partnership Project（第3世代移動通信システム標準化プロジェクト） ※3 研究所試算 ※4 IEC：International Electrotechnical Commission（国際電気標準会議）

※5 富士キメラ総研調査等をも とにした推定値 ※6 IEEE：The Institute of Electrical and Electronics Engineers, Inc（電気電子学会） ※7 IETF：Internet Engineering Task Force（ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ技術ﾀｽｸﾌｫｰｽ）

これまでの取り組み
～ＩＣＴのグローバル展開に寄与する研究開発～

モバイル、光、ＩＰＴＶなどの技術開発・国際標準化をリードし、
日本のＩＣＴ産業のグローバル展開に寄与

・ＷＤＭ（伝送装置）用光デバイス ・世界シェア約４０％（シェアトップ） ※3
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Europe (European
BroadcastingUnion)

Japan
(JapanConsortium)

Vancouver IBC

China
(CCTV)

（InternationalBroadcasting center）

映像処理技術のＲ＆Ｄ成果事例

バンクーバーオリンピックの国際映像配信にも採用された
ハイビジョン映像処理技術

・・・ ・・・
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